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 はじめに

　全産業の労働災害の発生状況をみると、平成27
年に初めて972人と1,000人を下回り、平成28年に
は928人まで減少しましたが、平成29年は増加に
転じ、平成27年をも上回る978名となりました。
死亡者数が、対前年で増加となったのは、平成26
年以来であり、増加により２年前の発生件数をも
超えたのは最近では例がありません。
　建設業においても同様の傾向を示しており、昨
年は、過去最少となった平成28年の294人を上回
り、一昨年と同水準の323人もの多くの方々が亡
くなりました。
　厚生労働省では、平成25年度から29年度を期間
とする第12次労働災害防止計画において、建設業
における労働災害による死亡者数を平成24年から
平成29年までに20％以上減少（平成29年までに
294人以下）させることを目標として様々な施策
に取り組み、平成28年に、いったん、目標の数字
はクリアしましたが、最終的には、これを上回る
結果となりました。建設業界における人手不足が

叫ばれる中、このように多くの建設労働者の命が
失われていることは、建設業界全体にとって大き
な損失であり、残念でなりません。
　詳細は後述しますが、今後は、新たに策定され
た第13次労働災害防止計画に基づき、一層の労働
災害防止対策に取り組んでいくこととしており、
引き続き、関係の皆様にもご尽力をお願いいたし
ます。
　本稿では、平成29年の労働災害発生状況につい
てご説明するとともに、建設業の労働災害防止に
係る厚生労働省の施策についてご紹介します。

１．平成29年の全産業及び
建設業における労働災害の発生状況

（１）休業４日以上の死傷災害の発生状況（表１）
　全産業における平成29年の休業４日以上の死傷
者数は、労働者死傷病報告によると120,460人で、
前年と比較して2,550人（2.2%）の増加となって
います。
　建設業においては、15,129人で、前年と比較し
て71人（0.5%）の増加となっていますが、このう

表１　休業４日以上の死傷災害発生状況（平成28年及び平成29年）

業種
平成29年（１月～ 12月） 平成28年（１月～ 12月） 対28年比較
死傷者数（人） 構成比（%） 死傷者数（人） 構成比（%） 増減数（人） 増減率（%）

全産業 120,460 100.0 117,910 100.0 2,550 2.2
建設業 15,129 12.5 15,058 12.8 71 0.5

土木工事業 4,015 3.3（26.5） 3,760 3.2（25.0） 255 6.8
（注）�１　労働者死傷病報告より作成したもの。�

２　土木工事業の構成比の（　）は建設業に対する構成比。
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ち土木工事業では4,015人で、255名（6.8%）の増
加と建設業全体の増加を大きく上回っています。
　次に、建設業全体と土木工事業における休業４
日以上の死傷災害について、前年と比べた特徴を
見てみますと、「切れ・こすれ」、「墜落・転落」

が建設業全体では減少しているものの、土木工事
業では、それぞれ60 件（22.5％）、54 件（6.3％）
の増加となっており、「はさまれ・巻き込まれ」
も101 件（18.5％）と建設業全体の増加を大きく
上回っている状況にあります。（表２）

表２　業種・事故の型別休業４日以上死傷災害発生状況（平成28及び平成29年）
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建設業
(29年） 5,163 1,573 680 1,478 497 734 1,663 1,312 98 10 210 76 27 10 7 11 587 8 880 95 10 15,129

建設業
(28年） 5,184 1,512 668 1,457 475 734 1,585 1,422 96 6 208 95 35 4 8 16 658 4 813 68 10 15,058

建設業
(増減） －21 61 12 21 22 0 78 －110 2 4 2 －19 －8 6 －1 －5 －71 4 67 27 0 71

土木工事業
（29年） 918 453 192 450 158 306 647 326 10 7 61 21 3 3 4 3 188 2 223 36 4 4,015

土木工事業
（28年） 864 422 158 467 159 301 546 266 15 5 52 23 4 0 5 2 217 3 216 34 1 3,760

土木工事業
（増減） 54 31 34 －17 －1 5 101 60 －5 2 9 －2 －1 3 －1 1 －29 －1 7 2 3 255

（注）１　労働者死傷病報告より作成したもの。
　　２　「－」は減少を示す。

（２）死亡災害の発生状況
　全産業における平成29年の死亡者数は、死亡災
害報告によると978人であり、前年と比較して50
人（5.4%）の増加となっています。

　建設業における死亡者数は323人で、前年と比
較して29人(9.9%）の増加となっていますが、こ
のうち23人が土木工事業における増加となってい
ます。（表３）

表３　死亡災害発生状況（平成27年から平成29年）

業種
平成29年 平成28年 平成27年 対28年比較 対27年比較

死亡者数（人） 構成比（%）死亡者数（人） 構成比（%）死亡者数（人） 構成比（%）増減数（人）増減率（%）増減数（人）増減率（%）
全産業 978 100.0 928 100.0 972 100.0 50 5.4 6 0.6
建設業 323 33.0 294 31.7 327 33.6 29 9.9 -4 -1.2
土木工事業 123 12.6（38.1） 100 10.8（34.0） 107 11.0（32.7） 23 23.0 16 15.0
（注）１　死亡災害報告より作成したもの。
　　２　「－」は減少を示す。
　　３　土木工事業の構成比の（　　）は建設業に対する構成比

　次に、建設業における死亡災害について、前年
に比べて事故の型で増加数の大きいものを見てい
きます。最も大きく増加しているのは、「交通事
故（道路）」で39人から50人に11人（28.2％）増
加しています。次いで、「はさまれ・巻き込まれ」

で、19人から28人に９人(47.4%）増加しています。
また、土木工事業では、「はさまれ・巻き込まれ」
が、10人から20人へと倍増しており、次いで「墜
落・転落」が、26人から34人へと８人（30.8％）
増加しています。（表４）
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表４　業種・事故型別死亡災害発生状況（平成28年及び平成29年）
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建設業
（29年） 135 7 0 19 28 23 28 0 0 8 8 3 5 0 0 1 50 1 0 5 2 323

建設業
（28年） 134 5 1 15 27 22 19 0 1 5 7 3 8 0 1 1 39 0 0 6 0 294

建設業
（増減） 1 2 －1 4 1 1 9 0 －1 3 1 0 －3 0 －1 0 11 1 0 －1 2 29

土木工事
業（29年） 34 2 0 7 15 14 20 0 0 5 3 1 0 0 0 0 19 1 0 2 0 123

土木工事
業（28年） 26 2 0 7 13 13 10 0 0 4 2 0 1 0 0 0 18 0 0 4 0 100

土木工事
業（増減） 8 0 0 0 2 1 10 0 0 1 1 1 －1 0 0 0 1 1 0 －2 0 23

（注）１　死亡災害報告より作成したもの。
　　２　「－」は減少を示す。

　なお、「職場のあんぜんサイト」（http://
anzeninfo.mhlw.go.jp/）に土木工事業における細
分類ごとの労働災害発生状況も掲載しております
ので、ご参照ください。

２．建設業における労働災害防止の
ための厚生労働省の取組

　厚生労働省では、昭和33年から５年ごとに労働
災害防止計画を策定し、労働災害防止のための取
組を進めてきました。
　本年度は、新たに策定した第13次労働災害防止
計画のスタートの年に当たりますが、同計画にお
いては、2017年と比較して2022年までに（１）死
亡災害の15％以上の減少、（２）死傷災害の５％
以上の減少、などを目標に取り組むこととしてい
ます。
　中でも建設業につきましては、重点業種の一つ
として、墜落・転落災害防止対策を中心に、次の
ような取組を進めることとしています。
・�高所作業時における墜落防止用保護具について
は、原則としてフルハーネス型とするととも

に、墜落時の落下距離に応じた適切な保護具の
使用の徹底を図る。

・�建設業の死亡災害のうち解体工事における死亡
災害の占める割合が徐々に増加し、今後も鉄筋
コンクリートや鉄骨の建築物、橋梁等の解体工
事が増加することが見込まれることから、解体
工事における安全対策について検討する。

・�2020年東京オリンピック･パラリンピック競技
大会の施設工事について、関係行政機関、発注
機関等により構成される安全衛生対策協議会を
通じ、長時間労働の縮減も含めた労働災害防止
対策の徹底を図る。また、大会の施設工事にお
いて実施されている先進的な取組を、今後の快
適で安全な建設工事のモデルとしていく。

・�地震、台風、大雨等の自然災害に被災した地域
の復旧・復興工事において労働災害防止対策の
徹底を図る。

・�建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する
基本的な計画（平成29年６月９日閣議決定）に
基づき、国土交通省と緊密な連携の下に、請負
契約における安全衛生経費の適切な積算及び確
実な支払いに関する施策の検討・実施、施工段
階の安全衛生に配慮した設計の普及、中小建設
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業者の安全衛生管理能力の向上に向けた支援等
の取組を着実かつ計画的に実施する。

 おわりに

　これまでご説明したとおり、建設業における平
成29年の労働災害は、死亡者、死傷者ともに増加
するという大変残念な結果となりました。

　本年の全国安全週間のスローガンは、新たな労
働災害防止計画がスタートしたことを踏まえ、
「新たな視点で見つめる職場　創意と工夫で安全
管理　惜しまぬ努力で築くゼロ災」とされていま
す。厚生労働省としても、労働災害の減少に向け
て努力してまいりますので、皆様におかれまして
も、各事業場、現場で一人の被災者も出さないと
の決意のもと、日々の仕事が安全で健康的なもの
となるよう、なお一層のご尽力をお願い申し上げ
ます。

環境省　熱中症予防情報サイト
　昨年は国土交通省の「建設現場における熱中症対策事例集」を紹介させていただきました。
　今回は、環境省の熱中症を未然に防止するために運用されている「環境省 熱中症予防情報サイト」を
ご案内させていただきます。

暑さ指数（WBGT）の提供
　環境省では、熱中症を未然に防止するため「環境省熱中症予防情報サイト」を運用し、全国約840地点
における暑さ指数（WBGT）の実況値・予測値等、熱中症予防情報の提供を行っています。
・実況値：現在の暑さ指数（WBGT）
・予測値：今日、明日、明後日（深夜０時まで）の３時間毎（３時、６時、９時･･･）の暑さ指数（WBGT）
○環境省熱中症予防情報サイト（http://www.wbgt.env.go.jp/）

携帯電話用QRコード
http://www.wbgt.env.go.jp/kt/

スマートフォン用QRコード
http://www.wbgt.env.go.jp/sp/

全国約840地点の
暑さ指数(WBGT)の
実況値･予測値を提供

一部コンテンツは
英語にも対応

個人向けメール
配信サービス

暑さ対策の
イベント等の告知

実況値･予測値を
CSV形式のデータ
ファイルで提供

環境省　熱中症
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１．はじめに

　平成26年８月豪雨による広島市の土砂災害は
2014年（平成26年）８月20日に広島市北部の安佐
北区や安佐南区の住宅地等で発生した大規模な土
砂災害であり、「広島土砂災害」、「平成26年8.20
広島市豪雨災害」、「8.20土砂災害」などとも呼ば
れる。
　大気が不安定だった19日夜、広島市中心部では
雷が鳴り始め次第に雨が強くなり、翌20日未明に
は広島市北部を中心に猛烈な雨が降った。
　安佐北区の三入東雨量観測所では20日午前４時
までの１時間には121㎜の猛烈な雨を観測し、午
前９時までの24時間雨量が284㎜を観測した。（図
－１）

図－1　災害時雨量

　この豪雨により安佐北区可部東６丁目の「根谷
川支川99」では、土石流により家屋26棟が被災
し、市道350mが土砂により埋もれた。
　根谷川支川99箇所では、不安定土砂の崩壊等に
備え「災害関連緊急砂防事業」として砂防ダム
（堤長Ｌ＝74.0m 堤高H=10.5m）を１基、同年12
月に着手し平成28年３月に完成している。
　さらに、地域の安全性を高めるため「特定緊急
砂防事業」により下流に砂防ダム（堤長 L= 
80.0m堤高5.0m）１基を平成28年３月に着手し平
成29年８月に完成させた。
　この工事では、SBウォール工法を採用してお
り、被災地地域からの土砂処分の抑制を図ってい
る。SBウォール工法は、現場で発生した掘削土
砂を活用して砂防ダムを構築する画期的な工法で
あり、掘削で発生した掘削土砂をセメントと水で
攪拌・混合固化したINSEM材（砂防ソイルセメ
ント）を堤体主材料に、修景性・被覆性に優れた
外部保護材（コンクリートブロックt=150mm、
軽量鋼矢板t= ４mm）を組合せ、砂防ダムに要
求される、耐衝撃性、耐摩耗性、修景性等を適材
適所に配することで合理的に補完するとともに、
現場での施工性、安全性に配慮した複合構造式の
砂防ダムである。（図－２）
　現地土砂の有効活用により、コストの縮減や環
境負担を軽減し、連続打設が可能で、一般のコン
クリートダムと比べて、工期の短縮が可能となっ
ている。

地域を守る！！
　～広島土砂災害砂防ダム工事～

広島県土木施工管理技士会
株式会社増岡組　　　　　

工事所長　田中　晃
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図－２　構造イメージ

２．砂防ダムの掘削

　施工現場までの運搬経路が狭く0.7㎥クラスの
バックホウを現場に入れることが出来ないため、
少し稼働能力が低下するが、0.45 ㎥のバックホウ
を複数台投入し、掘削せざる得なかった。
　掘削が進むにつれ、現場内が狭いため土砂を置
く場所がなくなり、作業ヤードもなくなりそうな
状態となったため、一時土砂を場外へ仮置きする
こととし、仮置き場でソイルセメントに使用する
土砂の粒径処理を行う事となった。
　掘削において苦労したことは、地中に埋まって
いたコンクリート基礎の鉄筋構造物取壊しと場外
へ土砂を搬出する場所を決定するのに時間を要
し、当初工程が約１か月遅れたことであった。し
かし、この苦労は、ソイルセメント練り混ぜ投入
時に作業ヤードが広く使用できたこと、および資
機材関係も広く使用できたことにより、良い方向
に転じた。
　これは、予定していた１日当たりの施工数量が
増えたのと、資機材搬入回数の削減による搬入時
の時間短縮が出来たことにより、本堤施工時に約
１月の遅れを取り戻すことが出来た。多少時間は
要したが、施工ヤードを出来るだけ広く使えるよ
うにして良かったと思った。

３．本堤工（SBウォール工法）

図－３　施工手順

3－1　外部保護材設置・ソイルセメント締固め
　本施工に入る前に土砂の室内試験を行いその
データーを基に試験施工を現場で行いソイルセメ
ント強度と密度を確認する。
　室内試験では、セメントの添加量と土砂の最適
含水比を算出し強度確認を行い、配合決定および
土砂変化率の検討を行った。
　特に、最適含水比の決定はソイルセメント強度
に大きく左右され、また日々の現場管理を行う上
で貴重な資料となるため、大切な試験である。
　また、施工を進めて行く上で1000m3打設する
と再度配合試験との比較を行う必要があるため現
場での管理数値も変化する。
　試験施工では、室内配合試験に基づきソイルセ
メントを攪拌し転圧を行い、沈下量を測定し転圧
回数を決定するための試験を行った。
　試験施工の転圧後、RIによる密度測定と１週
と４週のコア採取により強度を確認し、この結果
により実施工を進めて行くことになる。
　RIでは90％以上でコア採取σ28＝3.0N/mm2以
上が品質管理基準となっている。
　なお、ソイルセメントではσ28=3.0N/mm2と
なっているが、安全率1.5プラスしσ28=4.5N/
mm2で管理を行うようにした。
　本堤の基礎は厚さ250㎜幅1000㎜ (下流)、800㎜
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(上流)で施工した。
　また、本堤の下流側にはコンクリート製のパネ
ルを、上流側には軽量鋼矢板による外部保護材を
設置し、（図－４）内部に攪拌したソイルセメン
トを投入し、試験施工で決定した転圧回数を中央
部ではコンバインドローラー（図－５）、端部で
はハンドガイドローラーで転圧し、本堤を構築す
るものである。

図－４　SBウオール工法

図－５　ソイルセメント転圧状況

　下流側のコンクリート製のパネル設置は、１枚
の重量が約500kgあるため、レッカーでの据付と
なるが、上流側の軽量鋼矢板は重量が約14.6kgな
ので人力で持ち上げ据付できる製品である。
　ここでの苦労は、下流側のコンクリートの保護
材は重量があるため、ソイルセメントを投入し転
圧する時に、据付けた通りが移動することはほぼ
なっかたが、上流側の軽量鋼矢板は軽いため転圧
した時に移動し、通りが悪くなることであった。
そのため軽量鋼矢板が移動しないよう、本堤内の

アンカーに溶接し控えを取りながら施工した。
　水通し部分と天端部分は土石流発生時土砂の流
れでソイルセメントが浸食されないように、コン
クリート打設によりソイルセメントの保護を行っ
た。
3－2　ソイルセメント攪拌
　ソイルセメントを打設するに当たり、土砂の含
水比がソイルセメントの強度と大きく関係するた
め、毎日使用する土砂の含水比を測定して、最適
な品質になる様に調整する必要があった。土砂は
降雨などの影響により、含水比が左右されやすい
ため、含水比が多かった場合は乾燥させなければ
ならない。乾燥させるには、石灰などを使用しな
ければならない。そのため、費用と時間がかかる
ので施工後には必ず後日使用予定の土砂にシート
を覆い作業を終了するようにした。
　ソイルセメントの作成は、練り混ぜ箱にセメン
ト１tパック１袋に対して11.3㎥の土砂を混ぜ、
ムラが無くなるまでスケルトンバケットで空練
し、その後加水を行うが、加水はその日に測定し
た含水比が最適になる様に調整し、その後本練と
してしっかりと攪拌し均一なソイルセメントを作
成する。（図－６）

図－６　ソイルセメント本練状況

　本練完了後は、フェノールフタレイン溶液での
セメント添加確認を行い型枠内にバックホウおよ
び25tレッカーでソイルセメントを投入した。（図
－７）
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図－７　ソイルセメントの投入状況

４．おわりに

　資機材運搬路は住宅地内の狭い幅員（約2.7m）
の中を大型車両が通行するため、狭い上に離合場
所が少なく、約300m区間は車両が離合出来ない
道路であった。
　この道路は当該工事だけでなく、他の災害復旧
工事と合わせ、多い時で６業者がこの運搬経路を
使用しなければならず、地元調整やスムーズな工
事進捗を図るため、毎週１回各業者が工程を確認
しながら、大型車通行台数を調整した。
　工程は、はじめに述べたが、コンクリートダム
と比較して養生期間が不要なため、今回の工事で
は約１か月短縮できた。
　しかし、土砂の仮置き場所やソイルセメントの
攪拌施工ヤードが必要であり、現場でのヤードが
狭ければ、場外に仮置き場が必要となる。
　また、今回は現場から仮置き場までの距離が約
１kmで近く、運搬時間にロスが少なかったのは
幸いであった。
　今回の現場では、仮置き場の決定に時間を要し
たが早く施工が出来、良い工法だったと思う。
　災害があった地域に砂防ダムを構築したが、全
般的に地域住民の方が工事に対して協力的であっ
たことは幸運であった。
　今回の工事で同渓流に２基目の砂防ダムが完成
し、地元住民は砂防ダムが出来たから少しは、安
全だと言われているが、またいつ災害が襲ってく

るかは分からない中で、避難する時間は稼げると
は思うが「完全に安全」とは言え無い。
　私もこの工事で施工中に集中豪雨により本堤施
工箇所が水没し本堤内が土砂で埋まるアクシデン
トにあったが、改めて自然の恐ろしさを痛感した。
　普段から災害に対して何ができるかを、私生活
も含めて考えさせられた。
　災害でつらい目にあった方々には今回の工事に
関連して新設した公園で楽しい笑顔を見ることが
出来ればいいなと思う。

図－８　本堤完成（下流側）

図－９　本堤完成（上流側）

図－10　関連工事の公園完成
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技士会
連合会 N EW S

　論文、報告合わせて107編の応募があり、応募要項を満たす106編を受理
いたしました。「技術論文審査委員会」に於いて厳正なる審査が行われ、
以下のとおり決定いたしました。表彰式は５月30日都内のアルカディア
市ヶ谷で行われ、最優秀論文賞受賞の葛西毅様には、審査委員長である森
技監より表彰状と賞金が授与され、受賞論文の発表をしていただきました。

〈第22回土木施工管理技術論文・技術報告表彰一覧〉
賞 題名 執筆者名 会社名 技士会

技
術
論
文

最優秀 江差における走行式道路区画線診断システムとQGISを活
用した道路区画線の損傷把握事例 葛西　　毅 北海道技建㈱ （一社）北海道

優秀

周辺環境に配慮した施工性、安全性の向上に繋がる効率
的な架設方法

片岡　雅志
一瀬　浩二 清本鉄工㈱ 宮崎県

老朽化した中央自動車道跨道橋（ＰＣπラーメン橋）の多
軸台車による一括撤去

田寺　佳大
茂木　秀介
山内　誉史

エム・エムブリッジ㈱ 日本橋梁建設

鉄道橋支承取替工事の現地計測における3Dスキャニング
の活用

荒川　慎平
峯田　敏宏 日本車輌製造㈱ 日本橋梁建設

i-Construction 応用技術を用いた土工事ICT施工と管理 満尾　裕也 ㈱吉川組 長崎県

特別
3Dプリンターの活用で施工性アップ！ 佐藤　豊明 日新興業㈱ 宮崎県
騒音対策施工計画ツールとしてのシミュレーション技術
の活用

神頭　峰磯
松永　　誠 日本車輌製造㈱ 日本橋梁建設

技
術
報
告

最優秀

設計概念にとらわれない発想と単管パイプによる乗用車
迂回路の設置 荻久保 武志 北陽建設㈱ 長野県

鋼橋支承取替工事における仮受け構造の小型化と部材運
搬方法の工夫 堀籠　雄基 瀧上建設興業㈱ 日本橋梁建設

優秀

沖防波堤工事における環境対策について 内間　康義 座波建設㈱ 沖縄県
工法提案による安全性向上と工程管理 川田　幸二 ㈱倉品組 長野県
汎用ポリエチレンネット・シートを用いた山腹地での地
すべり対策施設における機能保持・作業環境の向上 内川　浩一 北陽建設㈱ 長野県

排水枡下面のコンクリート充填性向上策について 鈴木　康宏
永塩　泰典

三井造船鉄構
エンジニアリング㈱ 日本橋梁建設

特別 無線式沈埋函誘導システムについて 沖山　禎雄 あおみ建設㈱ 東京都

委 員 長─────────────────────

森　昌文　	国土交通省　技監

委 員─ ─────────────────────

松原　裕　	 国土交通省大臣官房
（副委員長）	 技術総括審議官

五道　仁実	 国土交通省大臣官房
	 技術審議官

西川　和廣	 国立研究開発法人 土木研究所
	 理事長

清宮　理	 元　早稲田大学
	 建設工学専攻　教授

栗山　善昭	 国立研究開発法人 海上・港湾・
	 航空技術研究所　所長	

坪香　伸	 一般財団法人 日本建設情報総合
	 センター　理事

幹 事─ ─────────────────────

酒井　洋一	 国土交通省大臣官房 技術調査官
（幹事長）
菱田　晃	 関東地方整備局
	 企画部技術調整管理官

菊池　一志	 関東地方整備局
	 港湾空港部事業計画官

荒川　泰二	 関東地方整備局
	 荒川下流河川事務所長

井上　圭介	 関東地方整備局
	 東京国道事務所長

辻　誠治	 関東地方整備局
	 東京港湾事務所長

鳥居　謙一	 国立研究開発法人 土木研究所
	 研究調整監

清水　勝義	 国立研究開発法人 海上・港湾・航空
	 技術研究所　特別研究主幹

勝木　太	 芝浦工業大学　工学部
	 土木工学科　教授

宮川　勇二	 一般財団法人 日本建設情報総合
	 センター　首席研究員

小林　正典	（一社）全国土木施工管理技士会
	 連合会　専務理事

第22回技術論文審査委員会・幹事会 名簿（2018年5月30日現在）

第22回土木施工管理技術論文技術報告審査結果
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技士会
連合会 N EW S

第22回土木施工管理技術論文　審査講評
技術論文審査委員長　森　昌文

　土木施工管理技士会の皆さま方には、平素より
国土交通行政の推進にあたり、まさに現場でご尽
力賜っておりますことを心より御礼申し上げます。
　技士会連合会より、技術論文の審査依頼があり、
委員および幹事の皆さまとともに審査致しましたの
で、講評を述べさせて頂きます。
　今回、全国各地から応募があり、技術論文が33
編、技術報告が73編受理されました。
　その中で、本日表彰されました技術論文及び報
告は、いずれも施工管理技士の方々の、日頃の現
場での工程管理や品質管理などに関する研鑽の成
果が高く評価されたものです。
　最優秀論文賞には、葛西 毅さんによる「江差に
おける走行式道路区画線診断システムとＱＧＩＳを
活用した道路区画線の損傷把握事例」を選定させ
て頂きました｡ 本論文は、区画線の損傷状況を単
に画像診断するだけでなく、評価情報や位置情報
を付加し、地図情報と重ね合わせることで可視化
を容易にする工夫を行い、現場で実証したもので
す。今回の取り組みは、今後の道路の維持工事に
も有効であるとされ高い評価を受けたものです。
　優秀論文３編のうち、片岡 雅志さんらによる「周
辺環境に配慮した施工性、安全性の向上に繋がる
効率的な架設方法」は、橋梁架設において、現場
条件を検討し、仮橋構造やクレーンの小規模化を
可能とし、効率的な施工につなげたものです。結
果として、環境への負荷の低減につながったこと
も評価されました。田寺 佳大さんらによる「老朽
化した中央自動車道跨道橋（ＰＣπラーメン橋）の
多軸台車による一括撤去」は、高速道路上の跨道
橋の撤去を、事前作業の活用、作業機械や器具の
工夫など、現場作業での工夫を行い、夜間通行止
め時間を短縮できたことが評価されました。荒川 
慎平さんらによる「鉄道橋支承取替工事の現地計

測における３Dスキャニングの活用」は、支承取替
工事において、狭隘な箇所での計測を、３Ｄスキャ
ナーによる３Ｄモデリングを行い、作業の効率を大
幅に向上させたものです。今後、限られた空間で
の応用も見込まれることが評価されました。
　「技術報告」の最優秀賞は２編を選定しました。
　荻久保 武志さんの「設計概念にとらわれない発
想と単管パイプによる乗用車迂回路の設置」と堀
籠　雄基さんによる「鋼橋支承取替工事における
仮受け構造の小型化と部材運搬方法の工夫」です。
前者は地元のことをよく理解したうえでの発想の転
換であり、後者は今後の橋梁補修に役立つ工夫で
すが、どちらも、その効果は評価でき、甲乙つけ
がたく、最優秀賞を２編とさせていただきました。
　ｉ-Construction賞につきましては、満尾 裕也さ
んの「応用技術を用いた土工事ICT施工と管理」
とさせていただきました。本論文は、基準の無い
盛土工事において、さまざまな試験施工を行いな
がら、ＩＣＴ施工により効率よく施工できた事例で
す。また、３Ｄデータを用いて事前にＶＲ（バー
チャルリアリティ）体験を行うことで効果があった
ことも述べられています。これは、現在、国土交
通省が推進していますi-Constructionのいい実証事
例だと思います。
　なお、今回、入賞を惜しくも逃された論文・報
告の中にも、他の現場で参考になる点が数多くあ
ると考えております。連合会ではすべてを掲載し
た論文報告集を作るとともに、ホームページで公開
すると聞いておりますので、今後もこれらを活用し
て、各現場において技術力の向上に努めて頂けれ
ば幸いです。
　結びに、施工管理技士の皆さま方が、引き続き
現場において研鑽に励まれ、ご活躍することを祈
念し講評とさせて頂きます。
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１．はじめに

　本工事は、北海道江差地区において、冬季に除
雪作業などで機能が低下した国道（４路線　道路
延長約200㎞）の区画線を復旧する工事である
（図－１）。今回実施した区画線の調査方法と、結
果の表現方法について述べる。
工事概要
⑴工　事　名：江差道路管内道路区画線設置工事
⑵発　注　者：北海道開発局　函館開発建設部
　　　　　　　江差道路事務所
⑶工 事 場 所：北海道　江差町ほか
⑷工　　　期：平成29年４月１日～
　　　　　　　平成29年９月12日

図－１　中央線の復旧状況

２．現場における問題点

　北海道では、冬季の除雪作業などにより区画線

（一社）北海道土木施工管理技士会
北海道技建株式会社 　　　　　　

葛西　　毅

の損傷が激しく、他県と比較して塗り替えサイク
ルが短い。雪解け後に迅速な区画線復旧により通
行の安全を確保する必要があるが、同時に費用対
効果の高い区画線の保守を行うため、塗装前に工
事範囲全域の剥離調査を行い、発注者との協議に
より塗装するのが一般的な手順となっている。区
画線の剥離調査は塗装作業と同様に重要な工程で
あるが、表－１に示す課題があった。

表－１　従来の区画線剥離調査の課題

２-⑴　調査の客観性に関する課題
　従来までは、広範囲の区画線調査を短時間で実
施するために、調査作業を分担していた（図－２）。

図－２　判定モデルと調査解析作業

第22回技術論文　最優秀賞受賞論文

江差における、走行式道路区画線診断システムと
QGIS を活用した道路区画線の損傷把握事例
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図－３　調査カメラ車載状況

図－４　診断システムの構成図

図－５　診断システムの判定結果出力例

　この方法は、複数人の調査員が自社の調査モデ
ルと現況区画線を目視にて比較し評価するもの
で、得られる調査結果は判定個人差が生じる事に
留意する必要があった。結果のばらつきを解消す
るため調査ビデオ映像などにて、複数回再検証を
行う必要がある場合も多かった。このように区画
線工事における事前調査は、コストを要するプロ
セスであったにもかかわらず、現況区画線損傷の
絶対評価値が得られないゆえ、調査結果を該当工
事でしか活用できない事が課題であった。

２–⑵　判定結果を表現する手段の課題
　判定結果をもとに塗装箇所を協議するにあた
り、視線誘導の連続性などに配慮した提案を行う
ため、従来は再度現地で整合チェックを実施し塗
装区間の調整を行う追加プロセスが不可欠であっ
た。　机上では、整然と羅列された判定結果値が、
現地条件に投影して初めてアンバランスが明らか
になる事が多く、これを回避して効率的に塗装箇
所の選定を行うためには、担当者の地域精通度と
経験委ねる部分が多く、また従来までは調査結果
を現場投影する表現方法が無かったため、発注者
に広範囲に分散する全ての個別事案について明確
なエビデンスを提示できない事も課題であった。

表－２　実施した区画線剥離調査の改善

３．工夫・改善点と適用結果

　本工事では区画線の現況を客観的に判定できる
診断システムを活用するとともに、広域に分散す
る膨大な数値データを可視化するため、表―２の
工夫を実施した。

３–⑴　客観的な区画線現況評価
　本工事では、客観的な現況区画線の評価を行う
ために、走行式道路区画線診断システムNETIS
（HK–160014–A）（以後、診断システムと記す）
を活用した。
　このシステムは、調査車両にデジタルカメラを
設置し（図－３）調査走行時の車両移動量の信号
（車測パルス）にてカメラのシャッターを自動制
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御し、一定間隔で現況画像を撮影する装置と、撮
影した画像を解析処理し、区画線の損傷評価値を
出力するソフトウエアから構成される（図－４）。
　このシステムを活用する事で、安全かつ経済的
に現況区画線の絶対評価値を20mピッチで得る事
が可能となった。図－５に診断システムにおける
解析ソフトの標準的な出力例を示す。

３–⑵　調査結果の表現方法
　本工事で診断システムの活用により、中央線と
外側線で約25，000枚の調査写真と、同数の判定
値を得る事が可能となった。出力データを地図上
に可視化するため、表－３の工夫を実施した。
表－３　判定結果を可視化するために実施した工夫

①下地図の作成
　調査結果を可視化するのに先立ち、ベースとな
る管内の地図を作成した。無償で使用可能なオー
プンソフトQGISを使用し、ベースとなる地図デー
タは国土地理院の基盤地図情報サイトより基盤地
図情報をダウンロードして作成した。道路基準点
案内システムにて公開されている測点座標を取り
込み、地図上にKP表示を行った。これにより、
地図を図面として活用する事が可能となった。図
－６にKP表示した管内地図を示す。

図－６　地図上に距離標（KP）の表示例

　また交通事故の発生箇所は所轄警察署に聞き取
り調査を行い地図上にプロットするとともに、学
校や病院など公共性の高い施設は国土交通省政策
局国土情報課で公開している国土数値情報ダウン
ロードサービスを活用した。これにより詳細な沿
道環境を地図上で把握できるようにした。
②調査写真に位置情報を付加
　膨大な調査画像を簡単に事後確認するため、診
断システムにおける調査写真撮影時にGPSセンサ
を追加設置し、全ての調査写真にジオタグを付加
した（図－７）。

図－７　写真にジオタグを付加するGPSセンサ

　これにより、約25,000枚の調査写真は地図上の
撮影位置をマウスオーバーにより調査画像の確認
を行う事が可能となった。図－８に調査画像の表
示例を示す。

図－８　調査画像のホップアップ表示例

③剥離評価値と位置情報の関連付け
　診断システムの評価値に位置情報を紐付けする
ために、評価値のCSV出力機能を活用し、写真
ファイル名を共通フィールドとして評価値を位置
情報の関連付けを行った（図－９）。
　これにより判定結果を地図上にプロットする事
が可能となった。図－10に評価値の表示例を示す。

14 2018. 7  Vol. 27  No. 4



技 術 論 文

図－９　判定値と位置情報の関連付けの概念図

図－10　地図に判定値を色分けプロット

　位置情報に数値の重さをもたせる事で、値の色
分けや、区画線判定値を地図上にラベル表示する
事が可能となり、カーブや市街地などの沿道条件
と剥離判定値の関係の把握が簡単に行える様に
なった。またベースとなる地図は様々なラスタ
データを表示する事が可能なので、より詳細に現
地条件を表現する事も可能となった。図－11に
航空写真を活用した例を示す。
　判定値の統計処理もソフト上で簡単に実行する
事が可能となり、管内の区画線の調査結果を多面的
に観察する事が可能となった。図－12に例を示す。

図－11　地図レイヤに航空写真の使用例

図－12　判定値の度数分布図の表示

図－13　判定結果のヒートマップ表示

　本工事では、区画線の損傷判定値をヒートマッ
プ表示により可視化することで、総合的な塗装箇
所の協議を短時間で実施する事が可能となり、バ
ランスの取れた区画線の復旧を効率的に実現する
事ができた。図－13に調査図の例を示す。
　本工事では客観性が担保された区画線調査方法
を活用することができた事に加え、誰もがなじみ
やすい地図上に調査数値を可視化できた事で管内
の区画線損傷の全体把握を容易に行える様にでき
た。これによりスムーズな塗装箇所の協議が実施
できたとともに、この調査結果は次年度以降にも
活用可能なデータである事に期待している。　複
数年の調査結果を重層的な視点で観察できる事
で、場所ごと固有の維持周期の把握も可能になる
と思われ、今後は区画線の調査が必要な箇所と、
必要ない箇所の選別により、調査総量の縮減も視
野に調査を継続したいと考えている。

４．おわりに

　現況調査結果から得られる学びを最大化する工
夫を継続し、データーウエアハウス化すること
で、より良いサービスを低コストで提供できる事
が可能になると考える。創る時代から守る時代に
移行した現在、このアプローチは維持工事全てに
共通する課題解決に有効と思われる。また業種の
枠を超えて様々な調査情報を連携活用できる日が
早く訪れる事を期待してやまない。最後に、今回
の区画線調査方法を採用するにあたり、ご指導頂
いた発注者の皆様方に厚く御礼申し上げます。
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　平成30年５月30日に（一社）全国土木施工管理技士会連合会の定時総会が開催され「平成29年度事業
報告及び収支決算」は承認されました。詳細については当会ホームページに公開しておりますのでご覧
下さい。（http://www.ejcm.or.jp/）本誌では表彰者をご紹介します。
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小角　勝之	 埼玉県土木施工管理技士会
駒井　克男	 埼玉県土木施工管理技士会
田口　孝一	 千葉県土木施工管理技士会
八本　栄清	 千葉県土木施工管理技士会
高田　　均	 富山県土木施工管理技士会
斉藤　武幸	 富山県土木施工管理技士会
小中出佳津良	 石川県土木施工管理技士会
丸山　雅之	 石川県土木施工管理技士会
菅原　　浩	 福井県土木施工管理技士会
小宮山久雄	 山梨県土木施工管理技士会
小林　正紀	 山梨県土木施工管理技士会
栁沢　昌美	 長野県土木施工管理技士会
有賀　　稔	 長野県土木施工管理技士会
髙木　一光	 愛知県土木施工管理技士会
難波　陽一	 愛知県土木施工管理技士会
鈴木　一平	 （一社）滋賀県土木施工管理技士会
森　　　豊	 （一社）滋賀県土木施工管理技士会
井上　　敏	 京都府土木施工管理技士会
平岡　幹弘	 京都府土木施工管理技士会
濵本　芳郎	 兵庫県土木施工管理技士会
大内　榮三	 奈良県土木施工管理技士会
関　　儀平	 和歌山県土木施工管理技士会
松根　康隆	 和歌山県土木施工管理技士会
吉岡　直樹	 島根県土木施工管理技士会
小畑　亮二	 島根県土木施工管理技士会
波多野充浩	 山口県土木施工管理技士会
吉岡　誠治	 徳島県土木施工管理技士会
白川　靖雄	 徳島県土木施工管理技士会
富田　隆弘	 香川県土木施工管理技士会
村上　博信	 香川県土木施工管理技士会
米谷　方利	 愛媛県土木施工管理技士会
市川　淳二	 愛媛県土木施工管理技士会
山本　五雄	 佐賀県土木施工管理技士会
柴田　久直	 長崎県土木施工管理技士会
寺尾　孝幸	 長崎県土木施工管理技士会
福元　秀逸	 熊本県土木施工管理技士会
岩根　友誠	 熊本県土木施工管理技士会
元吉　克臣	 大分県土木施工管理技士会
藤沢　正浩	 大分県土木施工管理技士会
河野　宏介	 宮崎県土木施工管理技士会
一、土木施工管理技士会の職員（事務局長）	
　　（表彰規程第３条−基準２の⑵のハ）	
羽中田和文	 山梨県土木施工管理技士会
一、土木施工管理技士会の職員（事務局長を除く）
　　（表彰規程第３条−基準２の⑵のニ）	
五十嵐由美子	 福島県土木施工管理技士会
福島久美子	 福島県土木施工管理技士会

浅沼　洋子	 群馬県土木施工管理技士会
原　佳文子	 島根県土木施工管理技士会
西村小百合	 愛媛県土木施工管理技士会
関　　慶子	 福岡県土木施工管理技士会
武田　倎子	 福岡県土木施工管理技士会
都々木　茂	 長崎県土木施工管理技士会
一、優良工事従事技術者（表彰規程第４条第２号）
舟見　一広	 （一社）北海道土木施工管理技士会
城地　政宏	 （一社）北海道土木施工管理技士会
久保　尚之	 （一社）北海道土木施工管理技士会
藤原　真一	 （一社）北海道土木施工管理技士会
桑原　英雄	 （一社）北海道土木施工管理技士会
鎌仲　恭孝	 （一社）北海道土木施工管理技士会
谷　　和雄	 （一社）北海道土木施工管理技士会
野田　賢一	 （一社）北海道土木施工管理技士会
片山　俊一	 （一社）北海道土木施工管理技士会
田中　皓一	 （一社）北海道土木施工管理技士会
山下　義明	 （一社）北海道土木施工管理技士会
渋谷　昭則	 青森県土木施工管理技士会
田中　潔利	 青森県土木施工管理技士会
新山　　渉	 青森県土木施工管理技士会
田辺　和夫	 岩手県土木施工管理技士会
千田　昭洋	 岩手県土木施工管理技士会
滝澤　勇治	 岩手県土木施工管理技士会
中野　祐一	 岩手県土木施工管理技士会
瀧　　和弘	 岩手県土木施工管理技士会
石母田知己	 宮城県土木施工管理技士会
保科　浩基	 宮城県土木施工管理技士会
西條　正洋	 宮城県土木施工管理技士会
千葉　　俊	 宮城県土木施工管理技士会
熊谷　宗浩	 宮城県土木施工管理技士会
池田　正広	 秋田県土木施工管理技士会
織田　宗悦	 秋田県土木施工管理技士会
木元　公洋	 秋田県土木施工管理技士会
小棚木智宏	 秋田県土木施工管理技士会
芳賀　久典	 福島県土木施工管理技士会
石川　和広	 福島県土木施工管理技士会
新妻　弘一	 福島県土木施工管理技士会
成沢　　操	 栃木県土木施工管理技士会
大戸　智広	 栃木県土木施工管理技士会
関　　圭尚	 栃木県土木施工管理技士会
植田　　保	 群馬県土木施工管理技士会
齋藤　將純	 埼玉県土木施工管理技士会
仁木　卓夫	 埼玉県土木施工管理技士会
山川　賢一	 埼玉県土木施工管理技士会
緑川　剛司	 千葉県土木施工管理技士会
河島　正樹	 千葉県土木施工管理技士会
天野　敏秀	 千葉県土木施工管理技士会
本吉　恒夫	 千葉県土木施工管理技士会
石田　主税	 東京土木施工管理技士会
柴田　知之	 東京土木施工管理技士会
加納　暢彦	 東京土木施工管理技士会
谷藤　州司	 東京土木施工管理技士会
伊藤　文彦	 東京土木施工管理技士会
西崎　朋和	 東京土木施工管理技士会
山本　永朗	 東京土木施工管理技士会
高橋　　晋	 東京土木施工管理技士会
武田　修一	 東京土木施工管理技士会
長崎　正幸	 東京土木施工管理技士会
松田　幹生	 東京土木施工管理技士会
林　　幸一	 東京土木施工管理技士会
安藤　　武	 神奈川県土木施工管理技士会
髙橋　　朗	 神奈川県土木施工管理技士会
長谷部伸一	 新潟県土木施工管理技士会
山崎　　淳	 新潟県土木施工管理技士会
阿部　　悟	 新潟県土木施工管理技士会
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山勢　武人	 新潟県土木施工管理技士会
更科　久義	 新潟県土木施工管理技士会
村山　　隆	 新潟県土木施工管理技士会
秋山　正和	 新潟県土木施工管理技士会
安田　収司	 新潟県土木施工管理技士会
西川知日子	 富山県土木施工管理技士会
松室　幸男	 富山県土木施工管理技士会
北原　昭宏	 富山県土木施工管理技士会
大崎　正章	 石川県土木施工管理技士会
山下　敏之	 石川県土木施工管理技士会
岩田　治城	 石川県土木施工管理技士会
上野　正人	 福井県土木施工管理技士会
嶋田　智博	 福井県土木施工管理技士会
小寺　幹夫	 福井県土木施工管理技士会
手鹿　大輔	 福井県土木施工管理技士会
廣瀬　哲也	 山梨県土木施工管理技士会
芦沢　貴雄	 山梨県土木施工管理技士会
石澤　　守	 山梨県土木施工管理技士会
小林　武広	 長野県土木施工管理技士会
春木　健一	 長野県土木施工管理技士会
佐藤　雄治	 長野県土木施工管理技士会
遠藤　工太	 長野県土木施工管理技士会
木村　幸雄	 長野県土木施工管理技士会
中村　正樹	 長野県土木施工管理技士会
成瀬　　幸	 岐阜県土木施工管理技士会
山口　　悟	 岐阜県土木施工管理技士会
伊藤　正規	 岐阜県土木施工管理技士会
今村　修二	 岐阜県土木施工管理技士会
相武　克彦	 岐阜県土木施工管理技士会
稲葉　広幸	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
依田　新一	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
蓮子　光男	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
柏木　正名	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
渡邉　秀樹	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
大塚　貴宜	 （一社）静岡県土木施工管理技士会
小野内智之	 愛知県土木施工管理技士会
加藤　章祐	 愛知県土木施工管理技士会
栗林　　潤	 愛知県土木施工管理技士会
中野　勝啓	 愛知県土木施工管理技士会
松岡　泰広	 愛知県土木施工管理技士会
田口　　要	 愛知県土木施工管理技士会
高橋　　博	 三重県土木施工管理技士会
中川　貴裕	 三重県土木施工管理技士会
森　　陽平	 三重県土木施工管理技士会
稲垣　宗孝	 三重県土木施工管理技士会
田中　大樹	 三重県土木施工管理技士会
清水慎一朗	 （一社）滋賀県土木施工管理技士会
石田　哲也	 （一社）滋賀県土木施工管理技士会
芝田　久義	 （一社）滋賀県土木施工管理技士会
内田　浩史	 大阪府土木施工管理技士会
山田　克好	 兵庫県土木施工管理技士会
中村　　勝	 兵庫県土木施工管理技士会
倉本　佳典	 兵庫県土木施工管理技士会
中井　康人	 兵庫県土木施工管理技士会
遠藤　　徹	 兵庫県土木施工管理技士会
竹森　敦志	 （一社）鳥取県土木施工管理技士会
水野　健太	 （一社）鳥取県土木施工管理技士会
田嶋　也人	 （一社）鳥取県土木施工管理技士会
篠村　友紀	 （一社）鳥取県土木施工管理技士会
今岡　秀和	 島根県土木施工管理技士会
岡田　明久	 島根県土木施工管理技士会
野田　　茂	 島根県土木施工管理技士会
野村　恒孝	 島根県土木施工管理技士会
葊兼　勝巳	 島根県土木施工管理技士会
桑崎　和彦	 岡山県土木施工管理技士会
亀井　秀三	 岡山県土木施工管理技士会
高井　元司	 岡山県土木施工管理技士会
熊谷　伯光	 広島県土木施工管理技士会
西田　幸弘	 広島県土木施工管理技士会
磯田健二郎	 広島県土木施工管理技士会
岡　　信義	 広島県土木施工管理技士会
金本　秀明	 広島県土木施工管理技士会
名越　欣介	 広島県土木施工管理技士会
内海　泰宏	 広島県土木施工管理技士会
小林　智幸	 広島県土木施工管理技士会
高橋　正幸	 山口県土木施工管理技士会

迎　　貴史	 山口県土木施工管理技士会
岡田　厚夫	 山口県土木施工管理技士会
多久　秀治	 山口県土木施工管理技士会
藤井　達也	 山口県土木施工管理技士会
貞木　宏昭	 山口県土木施工管理技士会
井上　裕史	 徳島県土木施工管理技士会
津山　純一	 徳島県土木施工管理技士会
島田　章雄	 徳島県土木施工管理技士会
百々　健一	 徳島県土木施工管理技士会
髙尾　道昭	 香川県土木施工管理技士会
石井　裕二	 香川県土木施工管理技士会
新田　　清	 香川県土木施工管理技士会
川上　欣也	 愛媛県土木施工管理技士会
尾野　元彦	 愛媛県土木施工管理技士会
本宮　晴夫	 愛媛県土木施工管理技士会
大野　常次	 愛媛県土木施工管理技士会
菊地　利一	 愛媛県土木施工管理技士会
小池　　満	 愛媛県土木施工管理技士会
戸田　直哉	 （公社）高知県土木施工管理技士会
白川　　剛	 （公社）高知県土木施工管理技士会
井上　博文	 （公社）高知県土木施工管理技士会
川上　光一	 （公社）高知県土木施工管理技士会
三石　安伸	 （公社）高知県土木施工管理技士会
礒部　英俊	 （公社）高知県土木施工管理技士会
徳永　文人	 福岡県土木施工管理技士会
鹿毛大司郎	 福岡県土木施工管理技士会
内田　正彦	 福岡県土木施工管理技士会
松﨑　勝浩	 福岡県土木施工管理技士会
上野　　優	 福岡県土木施工管理技士会
椎木　武史	 佐賀県土木施工管理技士会
小栁　正幸	 佐賀県土木施工管理技士会
毛利　知史	 佐賀県土木施工管理技士会
平間　源一	 長崎県土木施工管理技士会
井上　和彦	 長崎県土木施工管理技士会
浦川　　徹	 長崎県土木施工管理技士会
宮崎　正吾	 長崎県土木施工管理技士会
坂田　浩平	 熊本県土木施工管理技士会
本梅　辰也	 熊本県土木施工管理技士会
木密　　勇	 熊本県土木施工管理技士会
今村　一喜	 熊本県土木施工管理技士会
阿南　忠幸	 大分県土木施工管理技士会
廣川　昭憲	 大分県土木施工管理技士会
舩越　繁幸	 大分県土木施工管理技士会
河野　義範	 宮崎県土木施工管理技士会
米田　哲朗	 宮崎県土木施工管理技士会
西村　晴輝	 宮崎県土木施工管理技士会
古澤　哲寛	 宮崎県土木施工管理技士会
白木　紀章	 宮崎県土木施工管理技士会
八反田美鶴	 鹿児島県土木施工管理技士会
知識　　誠	 鹿児島県土木施工管理技士会
満塩　英夫	 鹿児島県土木施工管理技士会
前園　卓也	 鹿児島県土木施工管理技士会
橋口　正秋	 鹿児島県土木施工管理技士会
屋比久　勉	 沖縄県土木施工管理技士会
安谷屋元樹	 沖縄県土木施工管理技士会
田崎　勝也	 沖縄県土木施工管理技士会
照屋　実盛	 沖縄県土木施工管理技士会
又吉　宣道	 沖縄県土木施工管理技士会
奥原　正大	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
新小田拓也	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
田村　有治	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
原田　裕也	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
塩田　恵市	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
横山　康信	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
古宮　雄太	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
志田　周伯	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
一、特別の功労者（表彰規程第５条）	
柴田　　達	 （一社）北海道土木施工管理技士会
佐羽内宏治	 （一社）北海道土木施工管理技士会
中村　雅俊	 （一社）北海道土木施工管理技士会
小原　得誘	 （一社）北海道土木施工管理技士会
関　　　博	 新潟県土木施工管理技士会
大平　則夫	 新潟県土木施工管理技士会
中谷　一弘	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
佐々木利光	 日本橋梁建設土木施工管理技士会
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⿜三重県の紹介

　日本地図で三重県はどのあたりにあるか、おわ
かりでしょうか？
　記憶に新しいところでは平成28年5月に開催さ
れた「伊勢・志摩サミット」でしょうか。それで
も場所は・・・

伊勢志摩サミット開催地　中央ホテル（志摩市賢島）
（写真提供：伊勢志摩国立公園協会）

　そのほか皆さんの記憶にあるものと言えば「伊
勢神宮」、「鈴鹿サーキット」、「ナガシマスパーラ
ンド」、「伊賀忍者」、「伊勢エビ」、「松阪牛」、「赤
福」など。日本地図で三重県はちょうど真ん中あ
たり、紀伊半島の東側で伊勢湾に面しています。
海岸線の延長は約1,088㎞、全国で8番目、南北に
長い海岸線を有する県です。
　伊勢湾に面した北勢・中勢地域には有名な四日
市塩浜コンビナートなどがあり、伊勢湾から眺め
るコンビナートの夜景は宝石を散りばめたように
も見え、今では観光スポットになっています。

　伊勢志摩サミットが開催された志摩地域はリア
ス式海岸が有名で、展望台からは素晴らしい景色
が眺められます。
　志摩地域より南の海岸線は太平洋に面してお
り、古くは「チリ地震」で津波被害が発生しまし
た。この東紀州地域は海産物が特産品で、特に
「さんまの丸干し」は冬の逸品です。
　内陸には千メートル級の鈴鹿山系があり、その
内側に伊賀地域があります。ここが有名な「伊賀
忍者」の故郷で、服部半蔵は有名ですね。現在も
忍者屋敷があり、ここでは実際に手裏剣を投げる
ことが出来ます。
　お伊勢さんと親し
まれる「伊勢神宮」
ですが、実は正式に
は「神宮」といいま
す。神宮には天照大
御神（あまてらすおおみかみ）をお祀りする「内
宮」と豊受大御神（とようけのおおみかみ）をお祀
りする「外宮」、その他に14所の別宮（べつぐう）、
43所の摂社（せっしゃ）、24所の末社（まっしゃ）、
42所の所管社（しょかんしゃ）があり、これら125
の宮社すべてを含めて「神宮」といいます。
　江戸時代には「伊勢講」という仕組みがあり、
「一生に一度はお伊勢参り」と全国からお参りに
みえました。そのせいか現在もお土産のお餅はた
くさんあります。皆さんご存知なのは「赤福」で
しょうか。そのほか伊勢地域だけでも「へんば
餅」・「二軒茶屋餅」・「神代餅」・「太閤出世餅」・
「岩戸餅」・「くうや観助餅」などなどです。

⿜三重県技士会の活動状況

　ところで、三重県技士
会には2,338名が登録して
います。会員の技術力の
向上を目的に、十河茂幸
（そごうしげゆき）氏を講

師に迎え「コンクリートに関する研修会」を毎年
開催し、会員から好評を得ています。　
　こんな三重県にぜひ遊びに来てください。

内宮

研修会風景

三重県
土木施工管理技士会
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　私は現在、広島大学大学院工学研究科の海岸工
学研究室で、産業副産物を利用して沿岸域の環境
問題を解決する手法について研究しています。子
供の頃から動物・植物などの自然やものづくりが
好きで、自然と人間が良い関係を保ちつつ共存で
きるまちづくりをしたいと思い、土木の道を選択
しました。
　私が土木への道を進む中で初めて壁に突き当
たったのは、研究室に配属された学部４年の時で
した。同期は女性が多かったため、学部３年まで
は土木業界に男性が多いという自覚がありません
でした。しかし、研究室に配属され、女性が私１

人の状況に立たされた時、研究
室の仲間の輪の中にうまく馴染
めないことに焦りを感じ、これ
から自分が土木の世界でうまく
やっていけるのか悩みました。
また、家事や育児が女性の務め

であるという風潮が今もまだ強いと感じられる日
本で、仕事と家庭を両立しながら女性が土木業界
で活躍できるのか不安がありました。
　しかし、官公庁や建設会社等でのインターン
シップを通して、仕事と家庭を両立しながら土木
業界の第一線で活躍されている女性がたくさんい
ることを知りました。また女性が育児休暇や子供
の用事で有給休暇を取得することに理解を示す男
性が多く、男性自身も育児休暇の取得や家事・育
児に積極的に参加する等、土木業界全体の意識が
変わってきていると感じました。
　私のように、男性の多い土木業界で働くことに
不安を感じる女子学生は多いと思います。先輩方
の職場でのリアルな体験談は、進路を選択する上
で重要な判断材料になります。
　私もあと数年で社会人になりますが、土木の道
で日本や世界の基盤を支える技術者として、仕事
も趣味も恋も、精一杯楽しみたいです！

ドボジョの卵が感じる不安と将来の希望

ハートフル通信

（一社）土木技術者女性の会　岡部　麻菜香

平成30年5月21日発刊
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一般社団法人　全国土木施工管理技士会連合会
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一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会
Japan Federation of Construction Management Engineers Associations（JCM）

電話（代表）03-3262-7421 / FAX03-3262-7420　http://www.ejcm.or.jp

国土交通大臣登録講習実施機関（大臣登録：平成16年7月30日付・登録番号5）

定価250円 （税・送料込み）

（会員の購読料は会費の中に含む）

2018  JULY  Vol.27 N
o.4講　習　日　程

技士会の監理技術者講習
	 CPDS代行申請！（これら学習履歴の申請手続きは一切不要）
	 講師による対面講習！（映像講習ではなく）
	 　～“現場経験談”が聞ける（経験豊かな地元講師による講習です） 
	 お申込みはインターネットからがおトク！
	 （インターネット申込価格は9,500円！ 手数料のかからないコンビニ支払が便利です） 
●12ユニット㊟取得できます。さらに試験で会場平均点以上得点した方は３ユニット追加。
　㊟上限のある形態コードです。４年以内の受講は６ユニットです。

お申込みはHP
「http://www.ejcm.or.jp/training/」

HOME　 講習・セミナー  → 監理技術者講習 　から
郵送でのお申込用紙もココからダウンロードできます。
	 国土交通大臣登録講習実施機関 
	 一般社団法人 全国土木施工管理技士会連合会

都道県 講習地 実施日

北海道

札　幌

平成30年９月28日㈮
平成30年11月16日㈮
平成31年２月15日㈮
平成31年３月５日㈫

旭　川 平成31年１月25日㈮

帯　広
平成30年11月９日㈮
平成31年２月１日㈮

東　京 東　京
平成30年７月27日㈮
平成30年10月５日㈮
平成30年12月７日㈮

栃　木 宇都宮
平成30年７月11日㈬
平成30年11月28日㈬

山　梨 甲　府
平成30年８月24日㈮
平成30年12月６日㈭
平成31年２月22日㈮

新　潟 新  潟
平成30年８月１日㈬
平成31年１月29日㈫

福　井 福　井
平成30年７月４日㈬
平成30年10月24日㈬

愛　知 名古屋
平成30年７月13日㈮
平成30年11月15日㈭

都道県 講習地 実施日

鳥　取
米　子 平成30年10月４日㈭
鳥　取 平成31年２月19日㈫

岡　山 岡　山
平成30年10月12日㈮
平成31年１月10日㈭

広　島
福　山 平成30年10月26日㈮

広　島
平成30年10月23日㈫
平成31年１月24日㈭

山　口 山　口 平成30年７月19日㈭
徳　島 徳　島 平成30年11月10日㈯

香　川 高　松
平成30年７月21日㈯
平成30年10月20日㈯
平成31年１月19日㈯

愛　媛
宇和島 平成30年７月11日㈬

松　山
平成30年10月２日㈫
平成31年２月６日㈬

高　知 高　知
平成30年７月24日㈫
平成30年11月21日㈬
平成31年２月５日㈫

宮　崎
宮　崎

平成30年７月31日㈫
平成30年11月19日㈪

都　城 平成30年９月21日㈮


